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要旨 

目的：本研究の目的は統合失調症をもつ人の長期入院後の転帰について、primary 

outcome を再入院率としたシステマティックレビューを行うことであった。 

方法：Participants を 18-64 歳までの重症精神障害（統合失調症、双極性障害、大うつ

病）をもつ人、Exposure を long-term（more than 1 year）for psychiatric 

hospitals/wards、Outcome を再入院の有無、入院日数/地域滞在日数、就労/学校等の社

会参加と定めて MEDLINE、PsycINFO、Web of Science、CINAHL、医中誌を用いて

観察研究および RCT デザインの介入研究について論文検索を行った。 

結果：論文検索の結果、英文 3 編、和文 2 編合計 5 編（n=2,424）が組み入れ対象とな

った。統合失調症をもつ 1 年以上の長期入院患者の 4-10 年間の再入院率は約 60％であ

った。指標入院と比べて再入院の入院期間は短く、病院から地域に退院することは患者

の社会的機能や主観的報告の向上など、精神症状とは異なる重要な臨床アウトカムの改

善に寄与することが示唆された。 

結論：医療関係者がもつ傾向のある「長期入院患者が安易に退院すると、その後回転ド

ア現象おこり、結果的に長期間入院することになる」というような懸念は、杞憂である

ことが改めて示唆された。将来、より厳密な方法を用い、また就労や就学などパーソナ

ルリカバリーに関する Outcome を取り入れたコホート研究の実施が望まれる。 

A.研究の背景と目的 

 過去 30 年間において、日本の精神保健

医療サービスは、入院治療中心から地域ケ

ア中心へと徐々に移行しはじめている。例

えば、新規入院患者の約 90%が 1 年以内

に退院している 1）。この変化は、精神疾患

を持ちながら地域に住む患者が増加してい

ることを意味する。しかし国内ではなお、

再入院や回転ドア現象による入退院の繰り

返し、精神障害の重症化によるホームレス

化や受刑などを理由に、特に長期入院患者

の地域移行に対して医療関係者から懸念が

示されることが少なくない。 

 他方、英米を中心として諸外国ではすで

に「脱施設化」「地域へ再参加」などの名

称で精神科長期入院患者の地域移行は完了

しており、この過程で実施された多くの研

究でその転帰についても検討されている。 

 今後、我が国の精神保健医療が本格的な

地域ケア時代を迎えるにあたり、これまで

の知見を整理することは、「精神障害にも

対応する地域包括ケアシステム」のような

新しい地域生活支援システムの構築にも有

用であると思われる。 
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そこで本研究では、国内外の精神科長期

入院患者の退院後の転帰、特に長期フォロ

ーにおける再入院率を主要アウトカムとす

るシステマティックレビューを実施するこ

とを目的とする。 

 

B.方法 

システマティックレビューの最新のレポ

ーティングガイドラインである PRISMA 

声明（2020）2）に従って、精神科長期入院

患者の退院後の予後に関するシステマティ

ックレビューを行った。 

論文検索について、英文は Web of 

science、PsycINFO、CINAHL、

MEDLINE、和文は医中誌を用いて行っ

た。  

検索に用いる PE（C）OS は以下のよう

に設定した。 

・P：Adults with SMI 

※ただし下記を除外 

elderly（高齢）, children（小児）, 周

産期（産後うつ等）、F0 のみ(認知症)、

F1 のみ（依存症）、F4 のみ（神経症）、

F50 のみ（摂食障害）、F6 のみ（人格障

害）、F7 のみ（知的障害）、F8 のみ（発

達障害） 

※年齢は 16-64 歳とした。 

・E：long-term（1 年以上） for 

psychiatric hospitals/wards 

・O：再入院の有無 ＋ 入院日数/地域滞

在日数 ＋ 就労/学校等の社会参加

（含まれていれば収集：症状・機能・

QOL/well-being） 

・S：observation＋RCT  

※ただし右記を除外 

Multiple waves cross-sectional 

 各データベースごとの検索式を資料１に

示す。検索では自動検索を用いず、すべて

人の手で実施した。最終検索日は 2022 年

2 月 1 日であった。レビューについて

UMIN 臨床試験登録システム登録した

（UMIN000040254）。 

 

C.結果 

 論文検索をした結果、PsycINFO で

1,858 編、CINAHL で 1,173 編、

MEDLINE で 4,256 編、Web of science

で 3,829 編、医中誌で 883 編の論文がヒッ

トした。重複と撤回を除いた 10,464 編が

一次の対象となった。2 人 1 組、合計 4 組

のレビューワーによってアブストラクトを

精査した結果、481 編が二次スクリーニン

グの対象となった。二次スクリーニングを

経て残った英文 3 編、和文 1 編に加えて、

これらの文献のリファレンスチェックによ

り和文 1 編が追加され、最終的に英文 3

編、和文 2 編が組み入れとなった。論文検

索にかかる PRISMA 2020 Flow Diagram

を Figure1 に示す。 

組み入れ論文について the risk of bias 

in non-randomized studies of 

interventions (ROBINS-I）3)を用いて

Risk of bias 評価およびデータ抽出を行っ

た。この結果、5 編中 4 編が「Critical」、

1 編が「Serious」であった。ROBIN-I に

よる Risk of bias 評価を Table 1 に示す。 

また組み入れ論文の要約をを Table 2 に

示す。 

Okin et al(1995)は 1980-86 年にかけて

州立病院からグループホームに退院した慢

性精神疾患患者 72 名のうち追跡可能だっ

た 53 名（平均年齢：37.6 士 14.2 歳；男

性 31 名、女性 22 名）を対象として前向き

の縦断調査を行った。調査の結果、再入院

率は 55％、再入院回数は 1 年あたり 0.46

±0.39 回であった。また指標入院と比べ

て、入院期間は短縮していた（平均 70.5±

95 .6 日/1 年）。2 名の長期入院者のため平

均日数が延びているが、再入院した対象者

の再入院期間は指標入院の入院期間の

11％にとどまっていた。フォローアップ時

に入院中のものは 6 名（うち 2 名が司法病
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棟）、収監中のものは 1 名だった。指標入

院からの退院時と比べて、対象者の他者評

価による社会的機能、言語的コミュニケー

ション、自己評価による QOL の向上が見

られた 4）。 

Marom et al.(2005)は 1993 年 3 月-94

年 9 月にかけて公立メンタルヘルスセンタ

ーの急性期閉鎖病棟に新規に入院した統合

失調症圏の患者 108 名（平均年齢：35.4±

10.8 歳；男性 61 名、女性 47 名）につい

てナチュラルコホート研究を実施した。指

標入院からの退院時に家族の Expressed 

Emotion（EE）5）を測定し、その後 7 年

間の追跡調査を実施した。この結果、対象

者全体の再入院率は 63.9％であった。また

退院時の家族の家族の Criticism 得点が高

く、患者のコンプライアンスの程度が低い

群でもっとも再入院が多かった。再入院か

ら退院後の 2 回目の再入院も同様の傾向を

示していた 6）。 

Winkler et al.(2016)は National data 

base を用いた転帰調査を行っている。

1998 年から 2012 年の間にチェコ共和国全

域の精神科入院機関から退院した統合失調

症患者のうち、入院機関が 1 年以上の成人

統合失調症患者 2197 名（男性 1395 名、

女性 802 名）について転帰調査が実施さ

れた。調査の結果、退院後 2 週間以内の再

入院は 327 名 (14.88%)、1 年以内の再入

院は 4 割弱であった。退院時に収集した各

変数を説明変数、再入院の有無を目的変数

としてロジスティック回帰分析を行った結

果、独身と比べた際の離婚状態（OR 1.49, 

CI: 1.04-2.11, p<0.028) 、自宅への退院と

比べた場合の医師の助言に従わない退院

（OR 5.27, CI:3.77-7.35, p<0.001)、2 年

以内の入院期間と比べた場合の 2 年以上の

入院（例えば 10-15 年のバンドでは OR 

3.02, CI:1.49- 6.13, p< 0.002）について、

再入院が有意に多かった。ただ入院期間に

ついては 15 年を超えるとこの傾向は消失

していた（15-20 年のバンドでは OR 1.26, 

CI: 0.27- 5.79, p< 0.765）。また、自宅への

退院と比べた場合、Social care facility へ

の退院（OR 0.09, CI: 0.05-0.15, 

p<0.001）は再入院が有意に少なかった

7）。 

樋口・林 (1996)は 1986 年から 1990 年

までに単一の公立精神科病院から退院した

統合失調症患者 155 名のうち、死亡による

退院 59 名（38.1％）を除き、退院後も同

じ精神科病院で外来を継続した 43 名（平

均年齢：46.3±13.6 歳；男性 20 名、女性

23 名）について追跡調査を実施した。追

跡期間を対象者によって異なり 4-8 年であ

った。追跡調査開始から 6 年間の累積非再

入院率は 1 年目 81.2%、2 年目 71.4%、3

年目 66.7%、4 年目 63.4%、5 年目

51.2%、6 年目 46.3％であった。また退院

から 1994 年までに再入院を経験したもの

は 22 名（51.2％）、再入院の平均入院日数

は 826 士 715 日であった。再入院に関連

する要因として退院時に同居家族がいない

こと、指標入院の長期化の理由が家族の感

情的反発があること、身体合併症があるこ

と、攻撃的・暴力的行動があることだった

こと、などが挙げられている。退院時の就

労状況はフルタイム就労が 3 名（7.0％）、

保護的就労もしくはデイセンターへの通所

が 16 名（37.2％）、いずれも無しが 24 名

（55.8％）であった 8）。 

緒方ら（1997）は 1988 年から 1993 年

までに単一の私立精神科病院から退院した

統合失調症患者に対する訪問看護の効果を

検討している。この過程で同時期に退院

し、訪問看護を含めた精神科リハビリテー

ションをまったく受けなかったもの 10 名

を対照群として追跡調査している。10 名

のうち指標入院が 1 年以上だったものは 4

名であり、退院前 2 年間の平均入院日数は

543±150 日、退院後 2 年間の平均入院日

数は 350±105 日であった。退院前と比べ
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て退院後の平均入院日数は約 64％にとど

まっていた 7）。 

 

D.考察 

各論文の知見から長期入院の統合失調症

圏患者を 4-10 年程度追跡した場合の再入

院率は 6 割ほどであること、再入院期間は

指標入院よりは短くなることが示唆され

た。これは脱施設化が完了した国（米国）

と地域ケアシステムが確立していない国

（チェコ、イスラエル、日本）に共通した

知見であった。 

個別の研究を見ると脱施設化が完全に終

わった後の 1990 年代に米国において、退

院後の対象者の他者評価による社会的機

能、言語的コミュニケーション、自己評価

による QOL の向上が見られたことは、施

設症に関連する多くの先行研究と一貫した

結果であり 10）、統合失調症の治療におい

て長期入院よりも地域ケアによる支援が望

ましいことが改めて示された。またイスラ

エルにおける研究は再入院に対する家族の

EE の寄与について検討しており、特に

「敵意」（Criticism）が当事者の再入院に

対して影響が大きいことを示唆していた。

統合失調症に対する地域生活支援に関する

心理社会的技法のうち、現状でもっとも強

力なエビデンスをもつ技法の 1 つである家

族心理教育 11）の一層の推進のための論拠

となりうる知見と言える。 

チェコ共和国での研究は中央登録システ

ムを用いたビックデータ解析であったた

め、対象者の詳しい臨床像などを知ること

は難しい。しかし全国規模のコホートで統

合失調症をもつ成人の転帰を明らかにした

意義は大きい。2016 年現在のチェコの 1

病院あたりの精神科病床数は平均 500 床超

で EU で最大規模であり 12）、人口 10000

人あたりの精神科病床数は 8.8-10.0 床、平

均入院日数は 115 日（いずれも 2012 時

点）である 13）。Winkler et al.(2016)はこ

うした環境下で、地域社会には代替となる

サービスがないため人々は過剰なほど長期

間精神科病院に入院していると述べ、脱施

設化を成功させるためには、医療機関内外

のサービスの調整と協力、ケースマネジメ

ント、適切に監督された住居が必要な要素

であると指摘している。 

このようなチェコの状況は、日本におけ

る「社会的入院」現象への問題意識の高ま

りとその後の精神保健福祉改革が目指す地

域支援システムと一致する。さらに

Winkler et al.(2016)では対象者の約

20％、樋口＆ 林 (1996)では約 40％の対

象者が死亡による退院であったことも、看

過できない深刻な共通点である。本レビュ

ーと取り上げた日本の 2 つの研究は日本の

「社会的入院」が精神科医療の中で問題視

され始めた 1980-90 年代に実施されてい

る。研究方法はやや厳密さが欠けるもの

の、統合失調症をもつ人が長期入院を経て

も地域に定着できる可能性を示唆してい

る。当時の日本の地域ケアシステムは現在

と比べても非常に貧弱であったが、それで

も追跡から 6 年後の時点で半数程度の人は

再入院していなかった。また外来通院のみ

でまったく心理社会的支援をうけていなく

ても、退院前後の入院日数は退院後のほう

が減少していた。こうした国内データが

1990 年代に示されていながら、現在の日

本の人口 10000 人あたりの精神科病床数

は 24.8 床 14）、平均入院日数は 277 日 15）

であり、いずれもチェコを大きく上回って

いる。30 年近くたっても地域ケアが十分

に推進されていないことを日本の精神科医

療の関係者は今一度認識する必要がある。

また日本で地域ケアを推進するにあたりど

のような障壁があったのかを明らかにする

ことは、今後地域ケアシステムの構築をめ

ざす国々にとって有用であるかもしれな

い。 

また、本レビューで取り上げた 5 編のう



- 9 - 

 

ち樋口＆ 林 (1996)を除いて脱施設化後の

当事者の社会参加状況（就労/就学）につ

いて言及している論文はなかった。パーソ

ナルリカバリーの概念が国際標準になりつ

つある現在、再入院のみを精神科医療や地

域支援の転帰とすることでは不十分であ

る。将来実施されるコホート研究では医療

と地域生活を連続的に観察できるような枠

組みが求められる。 

日本はこれまで長期入院患者の転帰の予

測について、英国の Taps study16）など西

欧や米国を参考にしようと試みてきた。し

かしこれらの地域は 30-40 年前に脱施設化

を達成し、地域ケアシステムがすでに機能

している国々であり、こうした国々から得

られる知見をそのまま日本の制度改革に適

用しようとすることに対し、批判的な意見

が散見された。他方、本レビューの実施に

よって地域も歴史も異なる東欧やイスラエ

ル国と日本が同時代に同じ「長期入院患者

の地域移行とその後の地域生活支援の実

現」という課題を共有していることが示さ

れた。今後は西欧諸国からの学びに加え

て、こうした国々との情報交換をより活発

に行うことが、それぞれの国にあったより

良い地域ケアシステムが実現に寄与すると

考えられる。 

 

E.健康危険情報 

なし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

・Nakanishi M, Richards M, Stanyon D, 

Yamasaki S, Endo K, Sakai M, Yoshii 

H, Nishida A. Adolescent Carers' 

Psychological Symptoms and Mental 

Well-being During the COVID-19 

Pandemic: Longitudinal Study Using 

Data from the UK Millennium Cohort 

Study. Journal of Adolescent Health, in 

revision. 

2.学会発表 

・佐藤さやか，中西三春，小川 亮，阿部

真貴子，安間尚徳，河野稔明，五十嵐百

花，山口創生：精神科長期入院患者の退

院後の転帰に関するシステマティックレ

ビュー．第 117 回日本精神神経学会学術
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Table 1 Risk of Bias assessed using ROBINS-I 
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Table 2 Description of including studies 

 

著者 年 対象国 対象者数
過去の

平均入院回数

過去の

平均入院日数
分析対象となった対象者の属性 アウトカム 追跡期間 追跡率 再入院率

Okin, et

al
1995 米国 n=72 4.4 184.6 月

・1980年から1986年に州立病院を退院したもの

・70%が統合失調症（DSM-Illによる）

・平均年齢37.6士 14.2歳

・男性31名、22名

・再入院率

・再入院回数

・地域での居住形態

・Multi-function needs assessment (MFNA）に

よる社会的機能評価

4-10年 74% 54.7%

Marom,

et al
2005 イスラエル n=108 7.5 ± 7.3 NA

・1993年3月から1994年9月までに新規に精神科急

性期病棟に入院したもの

・86.1％が統合失調症

・The mean age was 35.4士 10.8歳

・男性61名、女性47名

・指標入院からの再入院、再々入院までの期間

・精神科への総入院回数および総入院期間

・Brief psychiatric rating scale (BPRS)を用いた

精神症状評価

・Five-minute speech sample(FMSS)を用いた

家族の感情表出評価

7年 100% 63.9%

Winkler,

et al
2016 チェコ共和国 n=2197 NA NA

・1998年1月1日から2012年12月31日の間に精神

科病院に1年以上入院したのち退院したもの全員

・診断が統合失調症の成人患者

・再入院率 1年 100% 16.2%

樋口・林 1996 日本 n=43 4.8 3,019日

・1986年から1990年の間に公立の精神科病院を退

院し、退院後も同じ病院で外来診療を継続したもの

・診断が統合失調症のもの

・再入院率

・退院後の居住形態と就労状況
4-8年 100% 51.2%

緒方ら 1997 日本 n=4 NA 543 ± 150日

・1988年1月から1993年12月の間に精神科病院を

退院し、精神科リハビリテーションプログラムを受

けなかったもの

・発症から3回以上入院経験のある統合失調症患者

・再入院率 2年 100% 100%


